
３．循環型社会の構築・地球環境問題への対応
１兆２，９５４億円（１．０２倍）公共投資 事業費

６，９２１億円（１．０４倍）国 費

１１２億円（１．５６倍）行政経費 国 費

(１) 地球環境問題への対応

○ モーダルシフト等の推進
国費１６億円（１．３０倍）

新環境負荷の小さい物流体系の構築を目指す実証実験への支援
＊

◇
新国内海運政策の実現に資する船舶の建造促進

＊

◇

広域的な公共交通利用転換に関する実証実験等(6 )、次世代内航船の研究開発(3 )億円 億円
幹線鉄道等活性化事業( ):山陽線鉄道貨物輸送力増強(2 )貨物鉄道 億円

○ 低公害車の開発・普及の促進
国費３１億円（０．９８倍）

新低公害車普及促進対策費補助事業の対象車種・地域の拡充
＊

◇
次世代低公害車開発促進プロジェクト
大都市及び観光地等における低公害車の普及促進(25 )億円

○ 燃料電池の実用化・普及
国費２６億円（皆増）

新燃料電池自動車の実用化・普及の促進を行うプロジェクトの創設
＊

◇
新燃料電池等の新エネルギーの住宅への導入のための技術開発の推進◇

新バイオガスを活用した燃料電池の導入等に向けた実証実験の実施◇



地球温暖化対策推進大綱に基づき、2010年における運輸部門のCO 排出整備目標： 2

量を各種対策を行わなかった場合と比較して約4,600万ﾄﾝ(CO 換算)削減2

○ 国際的な協調・連携や監視・観測体制の強化等
国費５億円（３．２５倍）

新地球環境問題解決に向けたクリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）推進等◇
新低環境負荷型外航船の研究開発

＊

◇
地球温暖化に伴う海面上昇監視体制の強化(1 )億円

○ グリーン庁舎（環境配慮型官庁施設）の整備等の推進
事業費１０４億円（１．２６倍 、国費１０４億円（１．２６倍））

グリーン庁舎の整備：中部空港地方合同庁舎（愛知県）等
太陽光発電設備の設置：地方合同庁舎
屋上緑化：外務省庁舎(千代田区)等

官庁施設 二酸化炭素の総排出量を、2010年までに1990年比2%削減整備目標： における

(２) リサイクル等による循環型社会の構築

○ リサイクルシステムの確立による環境負荷低減
事業費４３６億円（１．０４倍 、国費２７８億円（１．０５倍））



公共工事におけるｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝの推進、ＦＲＰ廃船の高度ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑの構築(1 )億円

海岸事業におけるリサイクル・リユースの徹底：安乗海岸（三重県）等約40海岸
あ の り

砂防事業におけるリサイクル・リユース：常願寺川（富山県）等約70箇所
じょうがんじ

下水道におけるバイオマス利活用事業：鶴岡市公共下水道（山形県）

整備目標：建設廃棄物の再資源化・縮減率の向上
塊 平成 年度 → 平成 年度 以上、 コンクリート塊：平成１２年度９６％ → 平成１７年度９６％以上ｱｽﾌｧﾙﾄ : 12 98% 17 98%

建設発生木材：平成１２年度８３％ → 平成１７年度９０％、 建設汚泥：平成１２年度４１％ → 平成１７年度６０％
建設混合廃棄物：平成１２年度排出量に対して２５％削減（平成１７年度）

○ 静脈物流システムの構築
事業費５１０億円（０．９８倍 、国費１４２億円（０．９８倍））

静脈物流の関連施設の整備、廃棄物海面処分場の整備:東京港等約40港(142 )億円
ゴミゼロ型都市形成のための静脈物流システムの構築(1 )億円

整備目標：循環型資源国内コスト低減 平成12年度比約１割削減（平成19年度）

(３) 自然共生型国土の形成など環境問題への本格的対応

○ 自然再生に資する事業の推進
事業費１，９４８億円（１．００倍 、国費１，１２３億円（１．０３倍））

新河川環境整備事業調査費の創設による重要な湿地等の調査◇
新エコ・コースト事業の拡充（自然再生型事業の推進）

＊

◇



自然再生事業：釧路川（北海道 、荒川（埼玉県）等約30箇所）

自然と共生するダムの整備:弥栄ダム(広島県･山口県)､鬼怒川上流ダム群連携
やさか き ぬ が わ

(栃木県)等約20ﾀﾞﾑ
里地里山等を保全再生する砂防事業：足尾地区（栃木県）等約90箇所

あ し お

自然環境を保全･創造し、海とのふれあいを促進する海岸づくり:

敦賀港海岸(福井県)、天神海岸(岡山県)等
つ る が

自然再生緑地の整備：びわこ地球市民の森（滋賀県 、二ツ池公園（愛知県）等）

汚泥浚渫及 覆砂:三河湾等約20港､干潟･藻場､海浜 造成:堺泉北港等約10港び の
さかいせんぼく

環境監視及 浮遊ｺﾞﾐ 回収:東京湾等5海域､港湾緑地 整備:横浜港等約120港 (150 )び の の 億円

整備目標：動植物の良好な生息･生育環境となる湿地･干潟等を 19 までに700ha再生平成 年度
干潟・藻場の回復面積： 12 6.5% → 18 19%平成 年度 平成 年度
港湾空間の緑化率： 12 6.9% → 18 8%平成 年度 平成 年度
新たな砂浜の創出面積：平成12年度 290ha → 平成18年度 560ha

○ おいしい安全な水の確保・公共用水域における水質保全
事業費６，７１５億円（１．０１倍 、国費３，５５９億円（１．００倍））

河川環境整備事業等：江戸川（千葉県 、霞ヶ浦（茨城県）等約50箇所）

ダム貯水池水質保全事業：釜房ダム（宮城県 、漁川ダム（北海道）等約20ダム）
かまふ さ いざりがわ

下水道の普及促進・高度処理：琵琶湖流域下水道（滋賀県 、船橋市公共下水道）
（千葉県）等

下水道事業の都道府県代行：新郷村特定環境保全公共下水道（青森県）等
しんごうむら

整備目標：下水道における高度処理人口普及率 14 12% → 19 19%平成 年度 平成 年度

○ ＤＰＦ・酸化触媒の導入支援による自動車の低公害化の促進
国費４０億円（２６．４９倍）

新ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ微粒子除去装置（ＤＰＦ・酸化触媒）の導入支援制度の拡充
＊

◇

○ 渋滞の解消等による沿道環境対策
事業費１，８０２億円（１．１１倍 、国費８７１億円（１．２２倍））

緊急改善ポイント対策：南蒲田交差点（大田区）等約20箇所
沿道環境改善事業：一般国道１５号（川崎市）等約280地区

今後五箇年で①国道 騒音の夜間要請限度の達成率を66% 73% 向上整備目標： における から に
②ＮＯ とＳＰＭ( )について環境目標を達成している２ 浮遊粒子状物質
測定局の割合を向上
ＮＯ ：51%（103/201測定局）→ 76%（220/290測定局）２

ＳＰＭ：0%（0/101測定局） → 62%（63/101測定局）



○ シックハウス対策
国費５億円（１．７６倍）

新シックハウス対策の推進のための大規模実態調査の実施◇

整備目標：全国の新築住宅及び既存住宅に占めるホルムアルデヒドの室内濃度（住宅
に起因するもの）が厚生労働省の指針値を超える住宅の割合
平成12年度：27％ → 平成17年度：10%

○ 多世代にわたり循環利用できる質の高い住宅ストックの形成
事業費１９億円（１．５８倍 、国費１１億円（２．０８倍））

新既存住宅等の性能評価に対応した紛争処理体制の整備等◇

整備目標：中古住宅の流通量 平成9年度 15.7万戸 → 平成15年度 20万戸
ﾘﾌｫｰﾑの市場規模 平成8～12年度 330万件 → 平成13～17年度 430万件住宅


